


優れた
公共建築を
表彰

公共建築協会
について

一般社団法人公共建築協会は、国および地方公共団体等の公共建築物の建築等の
事業の合理化と能率化に寄与するとともに、公共建築物の建築等に携わる技術者
の技術水準と地位の向上とを図ることを目的として設立された公益法人です。

公共建築賞（Public Building Award）
公共建築賞は、より優れた公共建築
を生み出すことに寄与したいという
思いを込めて、昭和63（1988）年
に創設されました。国土交通省、全国
知事会等のご後援を得て、一年おき
に開催しています。第19回（令和7
［2025］年表彰）までに、「公共建築
賞」「公共建築賞・特別賞」「公共建築
賞・優秀賞」「地域特別賞」を合わせて、
600件を表彰しました。

■沿革 昭和43（1968）年11月 社団法人営繕協会として設立
平成 5（1993）年 7月 社団法人公共建築協会に改称
平成24（2012）年 4月 一般社団法人公共建築協会に移行
平成25（2013）年 4月 一級建築士事務所登録

■会員について 本協会会員は正会員および賛助会員で構成されています。正会員は個人、賛助会
員は団体または個人です。

■会員特典 機関誌『公共建築ニュース』（月刊）、『公共建築』（年2回刊）の配布
講習会、講演会、公共建築研究会への優先参加と参加費の割引
出版物の割引販売
技術情報の提供、講習会資料等のダウンロード
その他当協会主催事業への参加　ほか

〈お問い合わせ〉
事業企画部　TEL：03-3523-0382

〈お問い合わせ〉
総務部　TEL：03-3523-0381

国立アイヌ民族博物館 魚津市立星の杜小学校

防府市公会堂 嘉麻市庁舎

第 19 回
公共建築賞・
特別賞
受賞作品

第 19 回公共建築賞受賞作品

垂井町役場 長野県立美術館 福祉型障がい児
入所施設まごころ学園

会員内訳
（2026［令和 8］年 3 月 31 日現在）



知識の普及
と
情報提供 毎回テーマを設けて日本を代表する建築家やスペシャリストによる講義を行います。

テーマ例 ● 「改正品確法を踏まえた公共建築発注のあり方」（令和 6 年度）

公共建築研究会

一般の方々に公共建築について理解と認識を深めていただくために、地方公共団体や関係団体と
協力して各種催しを行います。
実施例 ● 中央行事：公共建築の日記念講演会／地方行事（各地）：現場見学会・記念講演会・公

共建築パネル展　ほか

地方公共団体等との共催事業

〈お問い合わせ〉事業企画部　TEL：03-3523-0382

研究会や共催事業などで公共建築に関する知識や情報を提供します。
知識の普及

仕様書等の出版物の改訂、発刊の際に講習会を行います。特に改訂点などを詳しく解説します。
基準関係図書の講習会

行政・民間企業の職員を対象とした一般研修および行政関係職員を対象とした行政研修を実施します。
一般研修 ● 建築設計／建築構造／公共建築プロジェクトマネジメント／建築設備（電気）／

建築設備（衛生、空調を隔年で実施）
行政研修 ● 建築工事監理／建築物の環境・省エネルギー

一般研修・行政研修（一般財団法人全国建設研修センターとの共催）

〈お問い合わせ〉事業企画部　TEL：03-3523-0382

技術や知識の獲得に役立つ講習会や研修を行います。
技術水準の向上

C-PUBDF（シー・パブディフ）は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「官庁施設の設計業務等
積算基準」「官庁施設の設計業務等積算要領」に準拠した、適切な設計業務等委託料の積算ができ
るソフトウェアです。手間を軽減するとともに計算ミスを防止し、積算業務を効率化できます。

※ （一社）公共建築協会と（一財）建築コスト管理システム研究所が共同開発しました。

〈お問い合わせ〉事業企画部　TEL：03-3523-0382

適切な設計業務等委託料の積算ができるソフトウェアを共同開発※しています。
公共建築設計業務等積算システム（C-PUBDF）

〈お問い合わせ〉出版事業部　TEL：03-3523-0382

出版図書は官公庁はもとより一般にも広く利用されています。
出版

主な出版物（発行書籍の一部。★は電子書籍も発行）
『公共建築工事標準仕様書（建築工事編）★／（電気設備工事編）／（機械設備工事編）　令和 7 年版』
『公共建築木造工事標準仕様書 令和 7 年版』★　　『木造計画・設計基準及び参考資料　令和 7 年版』
『建築工事監理指針（上・下） 令和 7 年版』『電気設備工事監理指針 令和 7 年版』『機械設備工事監理指針 令和 7 年版』
『公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）／（機械設備工事編）　令和 7 年版』　『建築設備計画基準　令和 6 年版』
『建築設備設計基準　令和 6 年版』　　『建築設備設計計算書作成の手引　令和 6 年版』
『工事写真撮影ガイドブック（建築工事編及び解体工事編）　令和 5 年版』★

『工事写真撮影ガイドブック（電気設備工事編）　令和 5 年版』★

『工事写真撮影ガイドブック（機械設備工事編）　令和 5 年版』★

月刊『公共建築ニュース』と年 2 回刊
『公共建築』を発行しています。

〈お問い合わせ〉出版事業部　TEL：03-3523-0382

機関誌の発行

『公共建築』

第19回公共建築賞作品集
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所在地 福岡県福岡市博多区東公園 107-25
用途 武道館
事業者 福岡県
設計者 （株）梓設計 九州支社
構造（工法）RC 一部 SRC、S 造
階数 地上 4 階、地下 1 階
敷地面積 6,420.84m2
建築面積 4,163.44m2
延べ面積 13,608.92m2
工期 2023 年 9 月～ 2025 年 11 月

施工者

建築 戸田・溝江・起産
特定建設工事共同企業体

電気
電気：九電工・電友社

特定建設工事共同企業体
受変電：（株）島田電気商会

機械
空調：朝日工業社・古屋工業所

特定建設工事共同企業体
衛生：大成温調（株）九州支店
構内交換：（株）トーヨー電通

福岡武道館

　新福岡武道館は築 40 年以上が経過して
おり、また、武道館を含む県営大濠公園南
側に新たな県立美術館の整備を予定してい
ることから、柔剣道等の警察術科訓練の推
進向上に必要な従来機能に加え、バスケッ
トボール等の多様なスポーツ機能を付加し
た新たな施設として東公園に移転新築しま
した。
■設計コンセプト
　設計コンセプトは、武道精神の「質実剛
健」と福岡文化の「和」のデザインの融合
です。大庇と列柱を配した格式高い重厚な
外観である一方、列柱から垣間見える内部
に設けた県産木ルーバーにより、和特有の
奥ゆかしさや温もりを表現しました。さら
に、福岡の伝統工芸である「博多織」の意
匠を随所に取り入れることで、武道の格式
と和の繊細さを兼ね備えた独特の美しさを
創出しています。
■構造計画
　本建物の構造は、RC 造を主体に一部 S
造、W 造とした混構造。武道場をはじめと
する無柱空間が複数点在するため、大空間
の武道場は平行弦トラス架構、中程度の空
間のアリーナ・相撲場は PC 梁架構にする
など、各空間の特性に応じた架構計画とし

ています。最上階の弓道場については、鉄
骨張弦梁と構造用合板を併用したハイブ
リッド構造とすることで、木部材が構造と
しての役割と、木仕上げとしての役割を兼
ねた計画としています。
■施設機能
　新福岡武道館は、単に武道競技だけでな
く、多様なスポーツ活動に対応できる多機
能な施設として整備しました。柔道場 4 面、
剣道場 4 面、弓道場 12 人立ち、相撲場（本
土俵 1 面、練習用土俵 2 面）を設け、警察
術科訓練から一般利用まで幅広く対応しま
す。特に、柔道・剣道・弓道場は国体レベ
ルの基準を満たしており、大規模大会の開
催も可能。また、バスケットボール、バレー
ボール、バドミントンなど、多様なスポー
ツに利用できるアリーナも設置しています。
■環境配慮・災害対策
　環境配慮として、県の新築施設としては
初めて ZEB Ready を取得し、50％以上
の省エネルギー化を実現。併せて太陽光発
電設備も設置（30kW）し、環境に配慮し
ています。災害対策としては、高潮対策と
して防潮板の設置、電気室等の高層階配置、
停電対策として非常用発電設備（72h）を
設置しています。

2026（令和 8）年 4 月 10 日発行（毎月１回・10 日発行）通巻 688 号 vol.58　4 月号公共建築協会
一般社団法人
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今月の公共建築 ● 福岡武道館 1
ネットワーク ● 2025 年度都道府県・政令指定都市重要施策レポート 2
コラム ● 世界公共建築見てある記〈中国編〉「悠久の街『西安』」 5
NEWS FOCUS ● 国土交通省報道発表

［2026（令和8）年 2 月26 日～ 2026（令和8）年 3 月11 日］ 8

情報ヘッドライン ● 
［2026（令和8）年 2 月11 日～ 2026（令和8）年 3 月10 日］ 10

協会だより ● 
｢ 令和 9 年度新営予算単価と設計料算定 ｣説明会ウェブ配信、「施工管理（施工
計画書作成要領）（令和 8 年版）」・「工事写真撮影ガイドブック」講習会のご案
内、「民間（七会）連合協定工事請負契約約款に適合した工事共通仕様書　令和
8 年版」のご案内、ほか

12

外観（撮影：石井紀久）

内観（武道場）（撮影：石井紀久）

内観（弓道場）（撮影：石井紀久）

内観（アリーナ）（撮影：石井紀久）



設計者情報
の提供

建築材料・
設備機材等
の評価

資格の認定
発注関係事務や発注者支援業務を適正に行うことができ、さらに、総合評価方式やプロポーザル
方式等の審査またはその導入・制度検討のアドバイスを適正に行うことができる者

公共建築工事品質確保技術者（I）

発注関連事務および発注者支援業務を適正に行うことができる者
公共建築工事品質確保技術者（II）

〈お問い合わせ〉公共建築設計者情報センター　TEL：03-3523-0385

〈お問い合わせ〉建築材料等評価部・電気設備機材等評価部・機械設備機材等評価部
　TEL：03-3523-0384

〈お問い合わせ〉事業企画部　TEL：03-3523-0382

公共建築設計者情報センターを設置し、PUBDIS の管理運営等を行っています。
公共建築設計者情報システム（PUBDIS）

建築に使用する材料等のうち、「公共建築工事標準仕様書」および「公共建築改修
工事標準仕様書」に品質および性能などが規定されている建築材料・設備機材等、
あるいは当協会が特に指定する建築材料・設備機材等について評価を行っています。

建築材料・設備機材等性能評価事業

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に基づき、発注関係事務を適正に実施
できる方の育成を目的とした資格制度です。

公共建築工事品質確保技術者（I）（II）資格試験の実施

PUBDIS は、公共建築の設計者選定を支援することを目的として国土交通省および営繕積算シス
テム等開発利用協議会（都道府県・政令指定都市で構成）等により平成8年に開発され、民間設
計事務所が提供するデータを公共発注機関が利用する有料データベースシステムです。現在は国
や地方公共団体など約190の公共発注機関が設計者選定に利用しています。
システムリニューアルは令和9年1月です。

PUBDIS（Public Building Designers Information System）とは

通常各工事でそれぞれ確認が必要とされる建築材料・設備機材等の品質性能等についてあらかじ
め審査を行い、評価基準に適合するものについて評価書の交付を行うものです。各工事では、公
共建築協会が交付する評価書を確認することで品質性能の確認ができることから、発注者、受注
者双方の確認業務の合理化、簡素化を図ることができるメリットがあります。

評価書交付までの流れ

建築材料・設備機材等の品質と性能を評価するメリット



発注者
支援活動

国および地方公共団体等から受託したさまざまな業務や自主研究を実施しています。

数々の受託業務等の実績を踏まえ、事業の実施方策や適切な標準・基準・マニュアル等の検討を行っ
ています。

基準づくり

公共建築物の品質を確保するための方策の検討を行っています。
品質の確保

環境に配慮した施設整備に関する検討を行っています。
環境への配慮

〈お問い合わせ〉調査研究部・技術基準部　TEL：03-3523-0383

調査研究

〈お問い合わせ〉東日本建築技術センター　TEL：03-3523-0381
西日本建築技術センター　TEL：06-6943-7571

蓄積した調査研究の成果等を踏まえ、公共建築の整備に関する業務の実施をお手
伝いしています。

プロポーザル方式などによる設計者等の選定の運営・支援を行います。
【実施例】

● 国立西洋美術館総合改修その他工事（防水更新・前庭整備及び企画展示館空調熱源等更新）
に係る設計者選定支援業務（（独）国立美術館）

● 八戸合同庁舎整備事業アドバイザリー業務プロポーザル支援業務（青森県）
● メディア芸術作品の中間生成物等（マンガ原画、取材資料等）収蔵庫整備基本計画策定業者
選定支援等業務（（独）国立美術館）

設計者等の選定の支援

多様な入札契約方式に対応し、資格要件の設定や技術審査等の支援を行います。
【実施例】

● あきたスカイドーム膜屋根更新工事発注者支援業務（秋田県）
● 国立西洋美術館総合改修その他工事（防水更新・前庭整備及び企画展示館空調熱源等更新）
に係る施工者選定支援業務（（独）国立美術館）

入札・契約業務の支援

発注者の立場に立ち、設計内容の確認・コスト管理等の支援や中間・完成検査の支援を行います。
【実施例】

● 公益財団法人日本食肉流通センター新部分肉流通施設等設計に係る支援業務
（（公財）日本食肉流通センター）
● 道の駅津島やすらぎの里再整備設計支援業務（宇和島市）
● 茅ヶ崎市立病院工事検査業務（茅ケ崎市立病院）

設計業務・検査業務への支援

発注関係事務に精通した公共建築工事品質確保技術者を選定するための資格者登録簿等の情報を
提供することにより、発注者に対する支援を行います。
【実施例】

● 総合評価審査委員会委員／建築設計業務委託技術審査委員会委員（公共発注機関）

公共建築工事品質確保技術者による発注者支援

技術支援・発注者支援

※技術支援・発注者支援に関するご相談は無料です。お気軽にお問い合わせください。
ただし、相談内容により調査を要する等費用が発生する場合は、ご相談の上有料とさせていただく場合があ
ります。



地区事務局

当協会へのお問い合わせは、ホームページの「お問い合わせ」ページ
（https://www.pbaweb.jp/contact/）もご覧ください。

本部／東日本建築技術センター
〒 104-0033
東京都中央区新川 1-24-8
東熱新川ビル 6 階
TEL：03-3523-0381（代）
FAX：03-3523-1826
URL：https://www.pbaweb.jp/

西日本建築技術センター
〒 540-0026
大阪府大阪市中央区内本町 1-2-5
YSK ビル 9 階
TEL：06-6943-7571
FAX：06-6943-7576

北海道地区事務局
〒 001-0011
北海道札幌市北区北 11 条西 2 丁目
セントラル札幌北ビル 6 階
TEL：011-214-0151
FAX：011-214-0152

東北地区事務局
〒 980-0804
宮城県仙台市青葉区大町 1-4-1
藤崎芭蕉の辻ビルディング 6 階
TEL：022-797-8257
FAX：022-797-8258

関東地区事務局
〒 104-0033
東京都中央区新川 1-24-8
東熱新川ビル 6 階
TEL：03-3523-0381
FAX：03-3523-1826

中国地区事務局
〒 730-0013
広島県広島市中区八丁堀 5-23
オガワビル 6 階 608
TEL：082-207-4101
FAX：082-207-4102

北陸地区事務局
〒 951-8126
新潟県新潟市中央区
学校町通 2 番町 5293 学校町ビル 5 階
TEL：025-378-2811
FAX：025-378-2839

四国地区事務局
〒 760-0024
香川県高松市兵庫町 7-1
兵庫町 25 ビル 211 号室
TEL：087-873-2266
FAX：087-873-2268

中部地区事務局
〒 460-0008
愛知県名古屋市中区栄 3-1-26
本町牧野ビル 3 階 D 号室
TEL：052-243-0789
FAX：052-241-6152

九州地区事務局
〒 812-0018
福岡県福岡市博多区住吉 2-16-1
メゾン住吉ビル 203
TEL：092-262-6756
FAX：092-282-8709

近畿地区事務局
〒 540-0026
大阪府大阪市中央区内本町 1-2-5
YSK ビル 9 階
TEL：06-6943-7571
FAX：06-6943-7576

沖縄地区事務局
〒 900-0012
沖縄県那覇市泊 2-4-8
サンパティー泊 302
TEL：098-927-6890
FAX：098-953-1145

所在地
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